
3

第2次改訂版にあたって

地方公務員法はこれ１冊でＯＫ！

　地方公務員法は、条文数が 65 条と比較的少なく、一見シンプルな印象
を受けますが、なかなか一筋縄では理解できません。これは、一般職と特
別職をはじめ、常勤職員と非常勤職員の区分や、企業職員、単純労務職員、
教育公務員、警察・消防職員など、勤務形態や業務内容が違う様々な職の
分類があることが大きな理由です。このため、原則を確実に覚えるととも
に、職種等による特例規定や関係法令にも注意を払うことが必要です。
　また、昇任試験の場合は、条文数が少ないゆえに、逆にそれと関連する
行政実例や判例等が出題されるケースが非常に多くなっています。
　そこで当研究会では、地方公務員法をより短時間で効率的に修得するた
めに、本書を企画・制作いたしました。特徴は次のとおりです。

職や制度上による違いや特徴などがひと目でわかるよう、図表を用いて丁
寧に解説しています。

180以上の豊富な行政実例・判例等を収録し、どんな試験問題にも対応で
きるよう万全を期しています。

労働基準法、教育公務員特例法、地方公営企業法など関係法令を適宜掲載し、
関連づけて覚えられるよう工夫をしています。

　おかげさまで本書は、平成 16 年の初版刊行以来、歴代の受験者の方々
からの支持に加え、仕事にも役立つというお声を多数いただいています。
　こうした中、平成29年に地方公務員法が改正（法律29号）されたこ
とを契機にこの改正を入れ込み、このたび改訂版を刊行することにいたし
ました。
　今回の法改正では、特別職の範囲や臨時的任用を厳格化し、一般職の非
常勤職員の任用規定を明確化するなど、公務の適正運営の確保に主眼が置
かれており、本改訂版はこれを的確にカバーしています。
　難しい改正内容も、本書にかかればスイスイと勉強できてしまいますの
で、ぜひ、ご活用ください。

　2019（平成 31）年 1月

地方公務員昇任試験問題研究会
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地方公務員法の目的、効力等（1）

「組織は人なり」といいますが、地方公共団体を支えるのは、日常
業務で住民のために汗を流す一人ひとりの地方公務員です。本法は、
この地方公務員に関する人事行政を円滑に行うために制定されてい
ますので、まず、この点を押さえてください。

▪地方公務員法の目的（法1条）

根本基準の確立

地方公共団体の人事機関

地方公務員の人事行政

　　◦任用、人事評価、給与、
　　　勤務時間その他の勤務条件、
　　　休業、分限・懲戒、服務、退職管理、
　　　研修、福祉・利益の保護、団体　　　など

◦地方公共団体の行政の民主的・能率的な運営

◦特定地方独立行政法人の事務・事業の確実な実施
　　（右ページ参照）

｝｝ 保　障

◎地方自治の本旨の実現

［地方独立行政法人（地独行法2条①）］

◦住民の生活、地域社会・地域経済の安定等、公共上の見地から

その地域での確実な実施が必要な事務・事業

地方公共団体の
直営が不要なもの

◦このうち、民間にゆだねた場合に未実施の恐れがあるもの

◦効率的・効果的に行わせる目的で地方公共団体が設立する法人
地方独立行政法人

［特定地方独立行政法人（地独行法2条②）］

◦その役員・職員に地方公務員の身分を与える必要がある

◦地方公共団体が定款で定める地方独立行政法人
特定地方独立行政法人

◦その業務の停滞が住民生活等に直接かつ著しい支障を及ぼす
　又は		 	 	 	
◦業務運営における中立性・公正性を特に確保する必要がある

地方独立行政法人（大学又は大学及び高等専門学校の設置・管理業務を除く）
のうち
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▪地方公務員の立場

地方公務員法の目的、効力等（2）

▪地方公務員法の効力（法 2 条）

後法優先の原則

優　先地　方　公　務　員　法

地方公務員に
関する従前の

抵　触

［その他、法令解釈上の基本原則］

（異なる法令相互間で解釈が分かれる場合、いずれが優先するかを決定す
る際の基準）

◦上位法令が、その下位法令に優先する原則
　EX：国家行政組織法　＞　消防組織法

◦特別法令が、一般法令に優先する原則
　EX：教育公務員特例法　＞　地方公務員法

▪地方公務員制度の法体系

◦組織法
地方自治法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、警察法、
消防組織法など

地方公務員法、地方自治法など
◦身分法

教育公務員特例法、地方公営企業法など
◦特例法

【憲法15条①、②】

◦公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である

◦すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない

【憲法93条②】

◦地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、
　その地方公共団体の住民が、直接これを選挙する

【地方自治法162条、172条②、182条①、196条①など】

◦補助機関（副知事・副市町村長、職員等）に対する長の任命権

◦各種行政委員会の委員に対する長の任命権、議会の選挙権

【地方公務員法36条、37条】

◦法の適用を受ける者	 	 	 							➡	基本的人権の制約
政治的行為の制限

労働基本権の制限

◦国民に対する公務員の終局的な選定・罷免権の保障
◦国民の信託を受け、全体に奉仕すべき公務員の職責を宣言
◦公務員の政治的中立性・職務の公共性を明示

｝｝法令・条例・地方公共団体の規則・
地方公共団体の機関の定める規程

①上位法令優先の原則

②特別法令優先の原則
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